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連載
健康の社会的決定要因３

「子どもの問題行動」

浜松医科大学医学部健康社会医学講座 村田千代栄

1. はじめに

子どもの問題行動は大きく二つに分けられる。一

つは，非行などの反社会的行動や暴力など外在化し

た問題行動（externalizing behavioral problems）で

あり，もう 1 つは，抑うつ，不安，引きこもり，心

身症などの内在化した問題行動（internalizing be-
havioral problems）である1,2)。これらの問題は自閉

症，ADHD などの発達障害や統合失調症など精神

疾患による場合もあり，引きこもりから家庭内暴力

に至るなど，内在化障害と外在化障害が併在する場

合もある2)。問題行動の背後には，子どもの心身の

問題だけでなく，家庭の貧困や崩壊，学力不振，失

業などもあるといわれ，公衆衛生上も重要な課題で

ある。

文部科学省が平成20年度に行った「児童生徒の問

題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」による

と，暴力行為（対教師暴力，生徒間暴力，対人暴

力，器物損壊）の発生件数は，小学校で6,484件，

中学校で42,754件，高等学校で10,380件と，全体で

59,618件発生しており，3 年増加で増加している。

しかも，そのうち約 1 万件は，被害者が病院で治療

を要している3)。子どもの問題行動は，学習能力の

低下にもつながり（学習能力の低下が問題行動につ

ながるという逆の経路もありえる），その後の就業

機会にも影響を与えることが示されている1)。小児

期は，脳機能，身体機能が発達する時期であり，様

々な生活習慣や価値観が形成される時期でもある。

子どもの健全な発達には，周りの環境の安全と保護

が不可欠であり，小児期の体験は身体や知能の発達

を通し，その後の人生に影響を与える2,4)。子ども

の問題行動の背後には，虐待や発達障害もあるとい

われ，早期に必要な支援が与えられれば，問題の減

少につながる可能性がある。

本稿では未成年の問題行動，特に暴力などの外在

化障害に焦点をあて，子どもの問題行動に親の教育

年数や所得による格差があるのか，それに対し，ど

のような対策が考えられるかを，先行研究に基づい

て考察していく。

2. 子どもの問題行動と社会経済的地位

日本では，子どもの問題行動と社会経済的地位の

関連そのものを調べた研究はほとんどない。しか

し，非行に関しては，少年刑務所に入所中の中学生

の38％が生活保護世帯を含む生活困窮世帯からであ

るという研究結果が報告されている5)。小栗は，非

行のリスク要因として，男性であること，家庭の経

済的困窮，親の犯罪歴，不適切な養育（広義の虐

待），学業不振，発達障害をあげている5)。

海外の研究に目を向けると，Tremblay が，カナ

ダの新生児572人を生後42カ月まで追跡し，子ども

の攻撃的行動（physical aggression）がどう出現す

るかを縦断的に観察したものがある。その研究で

は，母親が学生時代に反社会行動をとっていたり，

若くして子育てを始めたり，妊娠中も喫煙を続けて

いた場合，両親が低所得であったり，夫婦仲が悪い

場合，その子どもは自分の攻撃的行動をコントロー

ルできない傾向が確認された6)。米国，ノースキャ

ロライナ州の 9～17歳の青少年を対象にした面接調

査でも，うつや非行などは貧困家庭に多くみられて

いる7)。Marmot も所得や教育歴が低いなど社会経

済的地位が低い家庭で攻撃的な子どもが高頻度で見

られることを報告している8)。

親の教育歴や所得など個人の要因を考慮しても，

地域の社会経済的要因が子どもの問題行動と関連し

ていることを示す研究も多い。オランダのマースト

リヒトの 5～7 歳の児童734人を対象にした研究で

も，親の教育歴や職位が低いことが，CBCL (Child
Behavior Checklist：子どもの精神状態や問題行動を

評価するための他者評価尺度，この研究では，親が

自分の子について評価している）による子どもの問

題行動スコアと関連していたものの，マルチレベル

解析により地域の影響も合わせて検討したところ，

失業率や生活保護受給率の高さなどの地域の社会経

済的状況も有意に子どもの問題行動と関連してい

た9)。カナダの 4～5 歳の子ども3,528人を対象にし

た研究では，地域の社会的つながりが弱いと，母親

の抑うつや家庭の機能不全につながりやすく，その
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結果，不適切な養育が行われ，子どもの問題行動に

つながりやすいことが示唆されている10)。

3. 格差が生まれる背景

子どもの問題行動が，貧困家庭など社会経済的地

位が低い家庭に生じやすい理由として，社会原因仮

説（social causation）と選択仮説（social selection）
がある。社会経済的地位が低いことに付随する経済

的な不安など各種ストレスが親の抑うつや不適切な

養育につながり，子どもの問題行動として現れやす

くなるとするのが原因仮説であり，家族の罹患性

（暴力性向など反社会的性質が親から受け継がれる）

など，もともと暴力的な性質を持っている子どもだ

から暴力など問題行動を起こすとするのが選択仮説

である7)。

原因仮説を支持する研究として，ニュージーラン

ドの都市部の貧困家庭の高校生1,093人を対象にし

た調査がある。この調査では，児童期に虐待や放任

など不適切な養育環境にあった子どもでは，2 年間

の観察期間中に，抑うつ，薬物依存，非行の発生が

有意に多く発生し，特に男子において非行との関連

が顕著であった11)。Tremblay は，カナダを含め欧

米諸国で行われた70以上の研究を検討し，子どもの

攻撃的行動は生後 1～2 歳で発現し 3～4 歳でピーク

に達するが，その後の養育によって子どもは自分の

攻撃的衝動をコントロールすることを学んでいくと

している。言いかえれば，暴力を容認するような環

境で育つと，攻撃的衝動を暴力によって表現するよ

うに育つというのである12)。

遺伝と環境のどちらの影響が強いかを検討したス

ウェーデンの双子研究では，16～17歳の一卵生およ

び二卵生双生児1,133組を対象に，後ろ向きコホー

ト研究により，自己申告の非行経験，親の社会経済

的地位，地域の社会経済的要因（失業率など）との

関連を調べている。その結果，犯罪発生率や失業率

が高く，高学歴者の少ない地域では，子どもの万引

き，住居侵入，薬物使用，盗み，放火，強盗などの

非行に対する環境の影響が，遺伝による影響より強

かった13)。社会経済的に良好な地域に住む子ども

は，遺伝的素因があったとしても，非行を起こしに

くいことをこの研究は示唆している。

日本でも，内閣府による平成19年度版ユースアド

バイザープログラムで，3 つの少年院で行われた

ACE (Adverse Childhood Experiences：逆境的小児

期体験）調査の結果が紹介されている。少年院入所

者では，身体的虐待を受けて育った割合が19.5～

25％，母親が暴力を振るわれていた家庭で育った割

合が14.1～20.5％，アルコールや薬物の乱用者が家

族内にいた割合が20.5～22.2％と，いずれも一般高

校生の1～2％に比べ明らかに高い14)。また，総務省

により平成11年に行われた「青少年の暴力観と非行

に関する研究調査」によると，小さい時に親から暴

力を振るわれた経験は，一般の中高生の17.4～
22.7％に比べ，暴力非行少年では42.3％と高かっ

た。女子でも傾向は同様で，一般中高生の11.8～
13.3％に対し，45.6％であった15)。

遺伝子分野の研究でも，遺伝子だけで問題行動が

起こるのではなく，育った環境との相互作用が原因

であることが確認されている16,17)。例えば，モノア

ミン酸化酵素 A (MAOA）遺伝子活性が低い子ど

もは，成長してから暴力事件を起こしやすい。しか

も，虐待を受けると，そのような子ほど非行を起こ

しやすくなる17)。遺伝的な脆弱性が環境要因にふれ

て問題の発生にいたるプロセスは，社会経済的地位

が低い家庭の子どもに問題行動が多くみられる理由

の一つであるかもしれない。

その意味では，胎児期や乳幼児期も大事である。

大学病院に健診に訪れた妊婦を対象に1986年から行

われた縦断研究（665人の子どもが追跡された）で

は，胎児期の母親のアルコール摂取量が多いほど，

その子どもは 6 歳時に暴力性向や学習障害，うつ，

引きこもりなどになる確率が高かった18)。また，妊

娠期における母親の抑うつは，英国で15％，日本に

おける研究でも11.8％から 5％程度と，一般集団よ

り多いが，それには母親の経済不安や不安定雇用な

どが関連していた19)。産褥うつ病は，産後 1 カ月く

らいで発症するが，欧米の報告による有病率10～

20％に対し，日本でも生後 3 カ月の母親で17％と高

いことが報告されている19)。母親が抑うつである場

合，子どもの知能発達が，そうでない母親の子ども

に比べ有意に悪いこともわかっている20)。

今までの知見をまとめると，子どもの問題行動は

遺伝だけでなく環境との相互作用によるものと考え

られる。社会経済的地位の低い家庭に生まれた子ど

もが必ず問題行動を起こすわけではない。米国の

ノースキャロライナ州の 9～17歳を対象にした面接

調査では，非行は貧困家庭に確かに多かったが，さ

らなる解析の結果，問題行動に関連していたのは，

貧困そのものではなく，愛情の欠如，体罰，放任な

どの不適切な養育や，精神疾患の家族歴，度重なる

引越しであり，これらのリスク要因が一つ増えるご

とに，子どもに非行などの問題行動が生じるオッズ

が1.5～1.7倍となった21)。日本の内閣府による平成

19年の「低年齢少年の生活と意識に関する調査」で

も，親の抑うつ傾向が子ども（9～14歳）の暴力な

どの問題行動や，集中力の欠如などの心理的問題に
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関連していることが報告されている22)。

4. 子どもの問題行動への対策

貧困地域や家庭の子どもに問題行動が多くみられ

ることには，家庭を含め，周りの社会環境が影響し

ていることがわかってきた。小児期の環境が健康に

与える影響に着目し，人生の早期に介入するライフ

コースアプローチという考え方がある23)。藤原はエ

ピジェネティクス（epigenetics）についても紹介し

ているが，エピジェネティクスとは，遺伝子の発現

が環境の影響によって異なるか否かを研究する学問

分野である。この知見によると，子を舐めたり毛づ

くろいする行動（LG 行動）が多い母親ラットに育

てられた子ラットは，そうでないラットに比べ，ス

トレスに対する反応が良好（つまりストレスに対し

て強い）であるという12,23)。

環境を「親が子に与える養育環境」ととらえれば，

子に対する養育態度が子どもの問題行動の発現に関

与する可能性が示唆される。同様の研究として，

Marmot が，興味深い一連の実験を紹介している。

サルの世界にも人間の世界と同様，内気で引っ込み

思案なサル（高リアクターサル）がいる。全体の15
～20％はそのようなサルで，このような遺伝的に脆

弱性を持った，高リアクターサルを，同様な性質を

もった実母に育てさせると，内気で非社交的なサル

に育つ。ところが，スーパーママザル（前述の研究

の高 LG ラットのサル版）に育てさせると，全く行

動面の問題がみられないどころか，普通のサルより

行動面の発達も早く，社交的なサルになる。これら

の実験結果は，人間の世界でも，適切な支援によっ

て，遺伝的な脆弱性があったとしても，問題行動の

発現を防ぐことができる可能性を示している8,12,23)。

米国の RCT（無作為割付試験）を含む67件の研

究のレビューによると，非行を含む暴力行動に対す

る介入プログラム（争いの解決プログラムやスキル

トレーニングなど社会訓練を含む）は，非行児童だ

けでなく，ハイリスク児童（貧困家庭や低学力など）

や一般児童にも同様の効果があった24)。動物を使っ

た矯正プログラムもあり，オレゴン州の少年刑務所

で1993年に始まった Project POOCH (Positive Op-
portunities, Obvious Change with Hounds）（http://

www.pooch.org/index.htm）は，専門家とチームを

組んだ入所者（14～25歳）が捨て犬の世話と訓練を

し，新しい飼い主を探すプロジェクトである。入所

者の多くはアル中や虐待など問題を抱えた貧困家庭

で育っているが，動物とのふれあいや，世話をする

責任感が好影響を与えるらしい。このプロジェクト

の参加者は100名にのぼり，ほとんどが社会復帰を

はたしている25)。一般の子どもたちの精神治療施設

の例として，ニューヨーク郊外の Green Chimneys
(http://www.greenchimneys.org/）もある。ここで

は，野生動物のケアをとおして子どもの暴力性向な

どの精神的問題の治療を行っている26)。

教育上の不利が生じないような配慮も必要である。

1960～70年代にかけてニューヨークで，子どもが生

まれる 3 カ月前から幼稚園へ入園するまでを対象に

行なわれた教育プログラム BEEP (Brookline Early
Education Project）では，専門家による家庭訪問に

加え，親グループの活動，読書やレクリエーション

など学校外の諸活動などを行った。このプログラム

による支援教育を受けた120人の子どもの25年後を

検討したところ，介入を受けていない子に比べ，教

育程度や収入も高く，健康状態も良好だった27)。シ

カゴの25地区で，3～4 歳と 6～9 歳時に早期教育プ

ログラムに参加した貧困家庭の児童989人は，非介

入児童に比べ，15年後の学力が高く，犯罪をおかす

割合も低かった28)。

親に対する介入としては，米国のノースキャロラ

イナ州北部のインディアン居住地で行われた MTO
(Moving to Opportunity）という社会実験もある。9
～13歳の子ども1,420人をカジノのオープン後 8 年

間にわたって追跡した結果，親に対する雇用の創出

が，子どもの非行などの問題行動の改善に役立った

ことが示された7)。貧困だけでなく，夫婦仲の悪さ

や親の抑うつも子どもの問題行動と関連してい

る6,10,22)が，これらの問題は相互に関連しあってい

る。不安定な就業形態（パートタイムなど）や経済

不安は，子育て期の母親のうつにも関連していた19)

が，雇用形態の改善を含めた政策的な子育て支援も

大切であろう。また，子どもの問題行動のリスク要

因として，親の養育態度も大きく関わっているた

め，地域や自治体による支援体制も必要である。そ

の例として，NPO の Nobody's Perfect Japan29)によ

る，虐待などの防止に役立つとされる NP プログラ

ムの提供（http://homepage3.nifty.com/NP-Japan/

index.html）や，子育て支援センターなどによる親

への相談体制の充実，母子家庭などへの就労支援な

どの自立支援があげられる。子育て中の母親に対す

る支援によって，母親の抑うつや不安の軽減につな

がり，不適切な養育環境を未然に防ぐことで，問題

行動の減少につながる可能性がある。

5. まとめ

暴力などの問題行動は，貧困家庭の子どもに多く

観察される。しかし，貧困家庭に生まれることが問

題ではない。社会経済的地位の高い家庭でも非行な
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どの問題は見られる。子どもの発達には，養育環

境，地域などの社会環境，周りの支援などは欠かせ

ない。ストレスや虐待に対して脆弱な遺伝子があっ

たとしても，適切な教育的介入，親へのサポートで

問題の発生を減らせることが一連の研究により示さ

れている7,28)。暴力などの問題行動には，遺伝要因

と環境要因が複雑に絡み合っており，リスク児の早

期発見に加え，親に対する支持的介入など，周りの

支援による問題の抑制が期待できる。

本稿の執筆にあたり，日本福祉大学の近藤克則教授，

名古屋大学の筒井秀代氏からは，多大なる助言と共に資

料の提供をいただきました。ここに深く感謝いたします。
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